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Ⅰ．問題の所在と研究の目的

今日，子どもの育ちを支えるうえで，家庭・学校・

地域社会の連携が重要であることは疑いないだろう。

2006 年に改正された教育基本法では，学校，家庭及

び地域住民等の相互の連携協力の規定（第 13 条）が

新設された。そこでは，学校，家庭，地域住民その他

の関係者が，教育におけるそれぞれの役割と責任を自

覚し，相互に連携協力に努めるべきことが規定されて

いる。そして現在，その実質化が問われている。

ところで，この三者の連携の重要性をめぐっては，

中央教育審議会（1996）や教育課程審議会（1998）に

おいて次のような答申が出されている。すなわち，「開

かれた学校」の観点に立った三者の連携協力ととも

に，「学校のスリム化」の観点から，家庭・学校・地

域社会がそれぞれの特色に応じて役割分担を行い，教

育のバランスをよりよくしていこうとする趣旨が示さ

れた 1。しかし，家庭や地域に役割を振り分けたとこ

ろで教育力が向上するわけではない。「学校のスリム

化」を目指すのであれば，学校の引き受ける教育機能

の肥大化を招いた家庭の教育力の低下や地域の教育力

の衰退といった問題に対する取組こそが重要である。

つまり，これらの答申には，教育のバランスを図って

いくために必要な，家庭や地域の教育力を向上させる

といった視点が不足していると考えられる。林（1998）
はこうした機械的な機能分担論に基づいた学校のスリ
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ム化について限界を指摘したうえで，学校の持つ条件

性の一つとして家庭・学校・地域社会の連携を位置づ

け，学校の条件整備を図ることが必要であると指摘し

ている 2。また，林（1998）は，子どもの教育は保護

者の多様な価値観の裁量に委ねられるべきものである

が，「保護者の恣意に堕することがないよう，保護者

自身が厳しく自己を律していく努力を要求されている

といえる。そうした点において，家庭の教育力を高め

る支援を必要とするであろう」3と指摘する。しかし「保

護者自身を学ぶ主体として位置づけ，学ぶ主体となる

よう啓発し支援していくことが必要ではないか」4 と

いう提言にとどまり，その具体的な手立てについては

言及されていない。家庭・学校・地域社会の連携を実

質化するためには，保護者や地域住民を子どもの育ち

を支える支援者としてはもちろん，彼ら自身も学ぶ生

涯学習者として捉え，そのための手立ての検討が必要

である。

もっとも，中央教育審議会（2008）の答申にあるよ

うに，生涯学習は「各個人の自発的意思に基づいて選

択され，行われること」5 が基本であって，「その具体

的な内容が行政により強制されることがあってはなら

ない」6 ものである。しかし，「社会の変化に対応す

るために必要な学習や公共の観点から求められる学習

等」7 は，行政が学習機会の提供や啓発活動，学習機

会の把握に努め，「国民の学習需要に応えられている

か検証し，改善を図ることが必要である」8。家庭や

地域の教育力を向上させるために，保護者や地域住民

の生涯学習を促すことは，公共の観点から求められる

学習と言えよう。特に，すべての教育の出発点である

家庭教育を支援することは，家庭の教育力を向上させ

て子どもの育ちを支える上で重要である。家庭教育支

援の推進に関する検討委員会（2012）は，現在の家庭

教育支援のあり方の基本的な方向性として，①親の育

ちを応援する，②家庭のネットワークを広げる，③支

援のネットワークを広げるという 3 点を挙げている 9。

そこでは，①親の主体性を尊重し，支援の循環を生み

出す，②子どもも家庭や社会の一員として役割を持つ，

③子育て家庭を支える人間関係とシステムを持つ地域

づくりといった視点が重要とされる 10。すなわち，家

庭の教育力を向上させるためには，子の教育について

第一義的責任を有する保護者自身が自立した生涯学習

者として，学ぶことや育つこと（自助努力）が大切で

あるとともに，行政による公助をはじめ，家庭・学校・

地域社会が相互に連携・協力に努めるという自助・互

助・共助 11 の視点が家庭教育支援には必要である 12。

そのため，本研究では「一定地域のなかで人々の教

育・学習に関係する者が，教育の実態を直視し，教育

観や理念の共通理解を深めながら，地域の教育目標や

課題を設定し，その達成に向かって教育領域や機能の

分担を図り，教育資源を最大に活用し，相互に連携す

ることによって，総体として人々の教育・学習を促

進する営み」13 である地域教育経営に着目する。岡東

（1997）は，経営主体を「一定地域のなかで人々の教育・

学習に関係する者」14 とすることで，学習者である住

民が経営主体にもなりうることを示そうとしており，

地域住民が客体に甘んじることなく，自分で学習計画

を立て，実践し，評価するといった自己教育力をもっ

た主体として地域の教育を経営していく必要性を強調

している。このような地域教育経営の展開は，地域社

会全体で行う家庭教育支援の推進につながると考えら

れる。ところで，岡東（1997）は生涯学習の拠点とし

ての公民館に着目し，「地域における乳幼児期から高

齢期にいたる住民の教育・学習活動の経営」15 を意図

して論じている。しかし，行財政改革の推進によって，

地方公共団体の社会教育の関係予算・職員等が全体と

して減少している中，公民館の数も減少している 16。

また，指定管理者制度の導入や首長部局への移行など，

公民館をめぐる状況は岡東が地域教育経営論を論じた

当時から大きく変化している。こうした状況に鑑み，

地域教育経営の拠点について改めて検討する必要があ

ると考えられる。

そこで本稿では，岡東が地域教育経営の拠点として

の公民館にどのような機能を求めていたのかを明らか

にすることを目的とする。そこから得られた知見に基

づき，家庭教育支援における地域教育経営の拠点性に

ついて示唆を得たい。

Ⅱ．岡東の地域教育経営論の特徴

地域教育経営論は，教育経営学において 1980 年代

以降本格的な検討がなされた 17。その背景には，臨時

教育審議会以降の教育改革によって，教育行政の地方

分権化，教育の地方自治という新たな教育システムの

下での経営主体としての地域社会のあり方が問われる

ようになったことがある。

吉本（1987）は「教育経営は各地域社会が意識的・

意図的に，教育事象の効果的促進を目指して行う営為

である」18 として経営主体として地域社会を想定して

いる。しかし，学校で営まれる教育経営が「現代のよ

うに教育機能の分散化する時代にあっても，最も中枢

的事項である」19 との捉えから，「具体的には，一つ

の学校の経営を意味する学校経営を通して，教育経

営の主要な機能が果たされる」20 と述べており，吉本

（1987）の論は学校経営に重きをおいたものだといえ
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る。また，河野（1987）は「家庭教育・学校教育・社

会教育など，およそ社会のあらゆる教育の営みを全体

的にとらえ，また，幼児教育から青少年教育，高齢者

教育に至る全過程を関連的・総合的に把握する教育の

経営」21 を対象とする「地域社会を基盤とする教育経

営」22 について論じている。その経営主体は教育委員

会を中心としながら学校を含めた多様な教育主体によ

るものである 23。井上（1997）は生涯学習社会におけ

る学社融合の視点から地域教育経営の必要性を論じて

おり 24，後に井上（2013a）で「当該の地域社会にお

いて，そこにおける様々な教育機能・資源をトータル

に共有・活用し，子どもの教育と大人の学習支援の双

方を複合的に実現させようとする，新しい教育経営の

理念であり，教育戦略のこと」25 と定義づけている。

その主体は教育委員会を中心としたものである 26。し

かし，後に井上（2013b）が「例えば『家庭教育』が，

教育基本法に規定され，親（保護者）の第一義的責任

が明記されても，そこで行われる教育内容や方法（躾

等を含む）を公的に指示したり，誘導したりすること

はあってはならないこと」27 であると指摘したように，

家庭教育のようなインフォーマルな教育は，「それに

関わる当事者達が，それをどうすればいいのかを絶え

ず考え，自らが活動の主体となることが重要」28 であ

る。すなわち，家庭教育支援を地域教育経営の経営対

象に含めるのであれば，その経営主体も保護者や地域

住民等の当事者たちが担うべきである。岡東（1997）は，

他の地域教育経営論とは異なり，地域住民が客体に甘

んじることなく，自分で学習計画を立て，実践し，評

価するといった自己教育力をもった主体として地域の

教育を経営していく必要性を強調している。

岡東（1997）は地域教育経営について，「①生涯学

習の具体化の脈絡の中で理解しなければならないも

の」，「②これまでの教育客体・行政客体としての住民

像から，学習主体・経営主体としての住民像へという

認識の転換を求めている」もの，「③地域をベースと

した住民の教育自治の発展性を示唆するもの」である

と指摘する 29。それは，「『地域社会』とか『地域学習』

の経営（management of community education）とは異な

り，地域を基盤とする住民の教育・学習の効果的・効

率的な経営（educational management in community）を

意味する」30。そして，具体的には，次のような 5 つ

の経営行為を期待する 31。

1. 教育・学習活動の実態を直視し，問題点や課題

を析出し，地域としての教育目標や課題を設定

していく行為と関係者にそれを周知する行為。

2. それらの達成に向かって，地域に存在する教育

組織体のそれぞれの役割や機能を見直し，調整

していく行為。

3. 教育組織体および他の教育に関係した地域組織

をも含め，教育の相互連携を図っていく行為。

4. 地域の教育・学習資源（人的，物的資源の双方）

を最大限に活用していく施策の立案や実施と学

習の障碍を可能な限り除去する行為。

5. 人々の教育・学習活動を調査研究し，有効な活

動を保障していく条件整備の企画や実施の行

為。

こうした地域住民が主体となって行う地域教育経営

によって，保護者や地域住民は生涯学習者として学び，

育っていくのであり，そのことを通じて家庭や地域の

教育力の向上が期待される。よって本研究では，岡東

の地域教育経営論に依拠するものである。

Ⅲ． 岡東が公民館に求めた地域教育経
営の拠点として備えるべき条件

岡東（1997）は「地域」概念は多様であるとしなが

らも，県，広域（教育事務所単位に相当），市町村，コミュ

ニティ（小学校区を想定。最大でも中学校区）の 4 つ

のレベルに分けており，それぞれのレベルに拠点が必

要であると指摘する。そうした中でも，岡東（1997）
は「公民館はこれまでコミュニティ・レベルにおける

住民学習の中核的な場であり，しかも集会，コミュニ

ティ形成の場として重要な機能を果たしてきた」32 と

して，公民館に着目し，研究を行っている。

岡東（1997）は公民館経営に関して「公民館は『集う』

『学ぶ』『結ぶ』という従来からの機能に加えて，地域

における教育・学習に供する施設間の連絡調整や教育

事業のネットワーク化を推進する機能，学習情報セン

ターとしての機能，学習相談機能，さらには，住民が

生涯にわたる自律的学習を住民自らが経営するといっ

た『地域教育経営』の拠点としての機能が求められて

いる」33 と指摘する。そして，こうした機能を果たす

上での課題として①施設・設備の問題，②職員の問題，

③利用者の問題，④事業内容の問題，⑤経営努力の問

題の 5 つを挙げている 34。

①施設・設備の問題については，日常生活圏におい

て交通の結節性や中心性をもつ場に公民館があるこ

と，他の教育機関や施設および教育・学習に資する施

設との連携を図ること，教育・学習に供する施設や設

備（例えば「図書室」や「研修室」などの施設や「複

写機」などの設備が考えられる）が充実していること

の 3 点が必要であることを指摘している。地域教育経

営の拠点には，まずもって住民がアクセスしやすい，

アクセスしたいと思うような場であることが求められ
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る。具体的には，日常生活圏における交通の結節性や

中心性をもった身近な場にあること，教育・学習に供

する施設や設備が充実していることが必要である。

②職員の問題については，「地域住民の自律的な学

習態度や公民館経営への参加意識が希薄な現在の段階

では，住民の学習は公民館職員の指導性に大きく依存

している」35 として，常勤専任職員の必要性を訴えて

いる。

③利用者の問題は，公民館における各種の事業の参

加者が年齢的な偏りや性差が見られること，また参加

者の意識も課題意識が希薄化し，学習の継続性が見ら

れないこと等が指摘されている。これらに加えて，住

民が主体的に学ぶこと，すなわち住民による学習の企

画，実施，評価の促進も課題である。これらのことか

ら，地域教育経営の拠点には，住民の学びを促進する

ための職員が必要であると考えられる。

④事業内容の問題は，「首長部局と教育委員会のセ

クショナリズムの問題」36 によって，類似の事業であ

りながら，別個に関連なく事業を行われたり，事業内

容が不鮮明になったりすることが指摘されている。ま

た，事業内容の革新によって，これまで参加してこな

かった住民層への働きかけも必要であることも後述さ

れている 37。

⑤経営努力の問題では，主催事業と他催事業のバラ

ンスがとれた公民館においては，住民の利用率に公民

館運営審議会の開催数や，学習情報提供のひとつの方

法である館報の発行回数が多いといった公民館の経営

的努力が影響していることが指摘されている。事業内

容の整合性をはかり，広く住民に知られる活動となる

ような経営努力，すなわち人々を惹きつける教育内容

の提供が必要である。

また，岡東（1997）は「住民の学習に関する住民自

治が地域教育経営である。学習の拠点性はその経営

の拠点性を具備していなければ有効性を持ち合わせ

ない」38 として公民館経営への住民参加を検討してい

る。岡東（1997）はまず，「住民の経営参加を問題に

するとき，公民館運営審議会の役割を再考する必要が

ある」39 と指摘する。公民館運営審議会は岡東（1997）
が論じている当時は社会教育法第 29 条において「公

民館長の諮問に応じ，公民館における各種の事業の企

画実施について調査審議するために公民館に置かれる

諮問機関である」と定められていた 40。岡東（1997）
は公民館運営審議会の「役割は非常に重要であるが，

現実問題として都市部においてはとくに住民の多様な

教育・学習意思を汲みとることができない」41 と指摘

する。そこで「自律的学習が，今後求められる生涯学

習の方法原理であるとすれば，住民自らの組織的な学

習を自らが経営するというセルフ・マネジメントが当

然要請される」42 との認識から，「コミュニティ・レ

ベル，さらには市町村レベルにおいて，住民自身が地

域教育計画，学習計画を作成し，その運営実施と評価

を行っていく『生涯学習推進組織』（地域教育経営組

織）を公民館はもちあわせなければならない」43 とし

ている。その役割に関しては具体的な記述が見受けら

れないが，「（地域教育経営組織）」としていることから，

先述した地域教育経営の 5 つの経営行為を期待するも

のであると考えられる。これらのことから，地域教育

経営の拠点として，住民とのコミュニケーションを図

り，住民の意思を経営に反映させるための機能が求め

られると考えられる。

以上の考察をふまえ，岡東の地域教育経営論におけ

る地域教育経営の拠点として備えるべき条件には次の

ようなものが求められていたと考えられる。

A) 日常生活圏における交通の結節性や中心性を

もった身近な場にあること

B) 教育・学習に供する施設や設備が充実している

こと

C) 住民の学習を促す職員がいること

D) 人々を惹きつける教育内容が提供されているこ

と

E) 住民とのコミュニケーションを図り，住民の意

思を経営に反映させる機能性を有していること

これらの機能を有することによって，公民館は地域

教育経営の拠点としての機能をもちえたのである。

Ⅳ． 家庭教育支援における地域教育経
営の拠点としての学校への着目

先述したように，岡東（1997）が地域教育経営の拠

点として着目していた公民館をめぐる状況は，その当

時から大きく変化している。安原（2000）は「コミュ

ニティづくりの課題を担う総合的な地域教育施設とし

て，あらためて公民館は，再評価されるべきである。

世代間の交流を通じての地域づくりは，住民が自由に

学習活動を展開できる施設，公民館を中心として行わ

れていることが理想である」44 としながらも，人々の

身近な施設のあり方を問うという観点から「学校と社

会教育施設の関係も再考されるべき」45 だとして，「学

校」への着目を行っている。さらに酒川（2004）は「包

括的機能をもつ町内会・自治会は伝統的地域社会の組

織形態のひとつであったが，近年は必ずしも居住地域

にとらわれない機能別でボランタリーな集団が数多く

結成されつつあり，いわゆる生涯学習として教養や文

化に関係する集団もそのひとつである。それらの集団
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が学校を媒介に活動を展開しているのは，住民の自発

的な共同性の現れであると同時に，地域性に基づく新

たな社会的紐帯の発生でもある」46 と指摘している。

なかでも「小学校は他の公共施設に比べて住民全体を

結びつける機能が顕著」47 である。なぜなら「小学校

を会場に開催される諸行事があるだけではなく，多く

の地域組織が校区を活動範囲の基本的単位としてい

る」48 からであると述べられている。また，学校運営

の改善の在り方等に関する調査研究協力者会議（2011）
は「学校と地域の関係は，子どもを中心に据えて，家

庭とあわせて三位一体の体制を構築し，子どもの成長

と共に，教職員や保護者，地域住民等がともに学びあ

いながら人間的な成長を遂げていくという姿が理想で

ある」49 と指摘している。そして，こうした理想を実

現するために「すべての学校が地域の人々と目標（「子

ども像」）を共有した上で，地域と一体となって子ど

もたちをはぐくむ『地域とともにある学校』」50 の促

進の必要性を訴えている。 そこでは，「地域づくりの

核」としての学校が，人々を結びつける紐帯としての

機能を有していることが期待されているのである。

このように，今日では，岡東（1997）が公民館に求

めていた地域教育経営の拠点としての機能が学校にも

求められつつあると考えられる。特に家庭教育支援に

おいては，学校，とりわけ小学校が拠点となって地域

教育経営が行われるのではないだろうか。

「平成 24 年度地域における家庭教育支援施策に関

する調査」によれば，平成 24（2012）年度に自治体

が実施している家庭教育支援に関する学習機会の提

供（企業向けの講座を除く）を行っている場所は「小

学校」が 65.6％と最も割合が高く，「公民館，図書館」

は 29.6％であった 。また，第 2 期教育振興基本計画 51

では，「基本政策 22　豊かなつながりの中での家庭教

育支援の充実」において，主な取組として「コミュニ

ティの協働による家庭教育支援の推進」が挙げられて

いる。そこでは「家庭教育の担い手である親の学びを

応援するため，子育て経験者などの地域人材を生かし，

小学校等の地域の身近な場において，親が交流・相談

できる拠点機能を整備するなど，家庭教育支援体制の

強化に向けた取組を促進する」ことが掲げられている。

これらのことから，学校，とりわけ小学校という場に

おいて家庭教育支援の拠点が求められていることがわ

かる。これは，小学校という場がとりわけ学童期の子

どものいる家庭にとって身近な場であり，子どもの授

業参観等の「ついで」に気軽に家庭教育支援に関する

学習を受けられるといったことが背景にあると考えら

れる。

また「平成 24 年度地域における家庭教育支援施策

に関する調査」によると，各自治体が家庭教育支援

施策を展開するにあたり，特に課題だと感じている

ことで最も多かった回答は「家庭教育に関して関心

の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない

（47.4％）」であった 52。ただし，日置（2010）が「周

囲を困らせている保護者が実は支援を必要としている

のである」53 と指摘するように，経済的・精神的余裕

のなさから，家庭教育に関心が低いと周囲から見られ

てしまっている保護者もいると考えられる。従来，公

民館等で行ってきた家庭教育支援は，保護者が積極的

に外へ出ていく必要があったが，このような課題を抱

えている家庭に対しては，例えば「家庭訪問等により，

直接，家庭に働きかけ，個別に情報提供したり，学校

のほか保健福祉部局など関係機関と連携して，困難を

軽減し，学びの場や地域社会への参加を促す」54 といっ

た「届ける支援（アウトリーチ）と福祉等との連携」

が重要であると考えられる。

平成 26（2014）年 8 月 29 日に「子供の貧困対策に

関する大綱―すべての子供たちが夢と希望を持って成

長していける社会の実現をめざして―」が閣議決定さ

れた。これは，「子どもの貧困対策の推進に関する法

律」55 に基づき作成されたものである 56。そこでは当

面の重点施策の一つとして，「1  教育の支援」が挙げ

られている。そこでは「（1）学校をプラットフォーム

とした総合的な貧困対策の展開」の一つとして「学校

を窓口とした福祉関連機関等との連携」が掲げられて

いる 57。

「学校を窓口とした福祉関連機関等との連携」

児童生徒の家庭環境等を踏まえた，指導体制の充

実を図る。特に，学校を窓口として，貧困家庭の子

供たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につな

げていくことができるよう，地方公共団体へのス

クールソーシャルワーカーの配置を推進し，必要な

学校において活用できる体制を構築する。このよう

な体制構築等を通じて，ケースワーカー，医療機関，

児童相談所，要保護児童対策地域協議会などの福祉

部門と教育委員会・学校等との連携強化を図る。 
また，児童生徒の感情や情緒面の支援を行ってい

くためのスクールカウンセラーの配置推進を図る。 
さらに，一人一人，それぞれの家庭に寄り添った

伴走型の支援体制を構築するため，スクールソー

シャルワーカー等と連携し，家庭教育支援チーム等

による相談対応や訪問型家庭教育支援等の取組を推

進し，保護者に対する家庭教育支援を充実する。

このように，家庭教育支援において，学校という場
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が果たす役割は大きいといえよう。では，学校は地域

教育経営の拠点として備えるべき条件を満たしている

のだろうか。

まずもって学校は，「A) 日常生活圏における交通の

結節性や中心性をもった身近な場にある」施設である。

そして自分の子どもが通っている（いた），自分の母

校であるといったことが，多くの保護者や地域住民に

とって心理的にも身近な存在であるといえよう。

「B) 教育・学習に供する施設や設備が充実している」

については，子どものために「B) 教育・学習に供す

る施設や設備が充実している」ことはもちろん，これ

らの施設や設備は子どもの教育の妨げにならない範囲

において，保護者や地域住民といった大人たちの教育・

学習に供するための利用も可能である。さらに 2014
年 8 月より学校施設の在り方に関する調査研究協力者

会議の中に学校施設と他の公共施設等との複合化検討

部会が設けられ，「学校が社会全体で子供たちの学び

を支援する場となり，地域の振興・再生にも貢献する

コミュニティの拠点としての役割を果たすことができ

るよう，学校施設と他の公共施設等との複合化につい

て検討」58 が行われている。

「C) 住民の学習を促す職員がいること」については，

保護者や地域住民の学習を促進する専任職員は存在し

ないが，学校支援地域本部における地域コーディネー

ター等の存在が住民の学習を促進する役割を担ってい

る。また，多くの学校に存在する PTA は学校を拠点

とした保護者の学びを促す役割を果たす組織として

捉えられる 59。さらに，教員が住民の学習を促す役割

を担うことも考えられる。例えば，東広島市では平成

15 年度から校務分掌に生涯学習担当教員をすべての

小中学校に位置づけ，地域社会との連携窓口としての

役割を果たしている 60。

「D) 人々を惹きつける教育内容が提供されているこ

と」については，例えば，学級・学年の懇談会や PTA
等の会合時に「子どもとスマートフォン」といったテー

マの講習等が行われている。今後，より多くの保護者

や地域住民を惹きつけるような教育内容の提供が課題

である。

「E) 住民とのコミュニケーションを図り，住民の意

思を経営に反映させる機能性を有していること」につ

いては，学校運営協議会等が地域住民の意見を学校経

営に反映させようとしている。ここでは，学校支援と

いう点に力点が置かれているが，今後は地域全体で子

どもをどう育てていくかを考える，地域教育経営の実

践が期待される。

また，高良（2015）は，「誰もが生活しやすい地域

を創るには，総合相談と協働の場が不可欠であると考

えられる。」61 と述べ，1 つの形として小学校を拠点と

した仕組みを挙げている。そこでは「地域の多様な世

代の人びとが自由に集える場や仕掛けとともに，分野

や制度を超えた総合相談を担う窓口の設置」62 が想定

されている。誰もが生活しやすい地域を創るためには，

地域住民のワンストップサービスを展開することがで

きる場が求められており，そうした場として小学校と

いう場に期待がよせられているのである。

これらのことから，家庭教育支援において，学校，

とりわけ小学校が地域教育経営の拠点となりうること

がわかる。

Ⅴ．まとめ

本稿では，岡東が地域教育経営の拠点としての公民

館にどのような機能を求めていたのかを明らかにする

ことを目的とした。本稿で得られた知見は次のとおり

である。

① 岡東（1997）は公民館に「集う」「学ぶ」「結ぶ」

という従来からの機能だけではなく，地域におけ

る教育・学習に供する施設間の連絡調整や教育事

業のネットワーク化を推進する機能，学習情報セ

ンターとしての機能，学習相談機能，さらには，

住民が生涯にわたる自律的学習を住民自らが経営

するといった「地域教育経営」の拠点としての機

能を求めていたこと。

② 岡東の地域教育経営論における地域教育経営の拠

点として備えるべき条件として，A）日常生活圏

における交通の結節性や中心性をもった身近な場

にあること，B）教育・学習に供する施設や設備

が充実していること，C）住民の学習を促す職員

がいること，D）人々を惹きつける教育内容が提

供されていること，E）住民とのコミュニケーショ

ンを図り，住民の意思を経営に反映させる機能性

を有していることの 5 つが挙げられること。

そして，これらの知見から，次の 3 点の示唆が得ら

れた。1 点目は，家庭教育に関して関心の低い親や困

難を抱える親への支援において，小学校という場が果

たす役割は大きいこと，2 点目は，また，小学校は他

の公共施設に比べて住民全体を結びつける機能が顕著

であること，3 点目は，小学校が家庭教育支援を必要

とする親をはじめ，地域住民のワンストップサービス

を展開することのできる場として期待されることであ

る。

なお，本稿では，地域教育経営の拠点としての学校

に着目して考察した。今後は，「地域づくりの核」と

しての学校の視点にも着目し，保護者や地域住民が生
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涯学習者として学び，育つ場としての学校の有効性と

課題等について検討していきたい。
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